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あるいはNPO
などを創出していくこと（社会的起業
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」の活用 
 ・新たな雇用の場として，NPOや社会起業

























2015 年 4 月に施行されると同時に，厚生労働省
「生活困窮者自立支援法に基づく認定就労訓練事
業の実施に関するガイドラインについて（通知）」


























et al., 2002：6 ― 8）．また，アミンらの分析をさら
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窮者自立支援制度の開始に伴い，2017 年 3 月現
在で 93 の事業所が生活困窮者自立支援制度の就








挙げる  2） ．きねづかの里は，東日本大震災におい
て仕事を喪失した方々の雇用を生み出すため，








2013 年 1 月に高齢者のデイサービス（はっぴい
デイ）を開所（2016 年 8 月に障害者の生活介護
を併設），2014 年 1 月に障害者就労継続支援事業
B型及び就労移行支援事業（心りっぷる），2014
年 3 月に放課後等デイサービス（ぽっかぽっか），
2016 年 1 月に高齢者の訪問介護事業（たすくる）











 　さらに 2015 年には，生活困窮者自立支援制度
開始に合わせて生活困窮者自立相談支援事業（く
らし・しごと相談センターともまち登米）を開設

























（2013 年 1 月 25 日）に「中間的就労は，社会福
祉法人，NPOや社会貢献の観点から事業を実施
する民間企業などのいわゆる社会的企業の自主事




































































ベーション指数（Index of multiple deprivation, 
IMD）により測定された貧困度別に社会的企業
の活動地域を見てみると，最も IMDの高い
20 ％の地域に約 39 ％，その次の 20 ％の地域に
24 ％と多くの社会的企業が IMDの高い地域に集
中している（Social Enterprise UK, 2011：23）． 
 　英国の地域再生政策で活躍する団体に，ブロム
















































能性」の 5点にまとめている（Taylor, 2011 ＝






2017：273 ― 276）． 
 　テイラーは，英国王立統計局の定義をもとに，
社会関係資本を次の三つに分類している． 































































































割」を強調している（Taylor, 2011 ＝ 2017：
335）． 
































































































年 8 月 19 日閲覧． 
 2） 地域福祉事業所きねづかの里については，2016









2014 年 8 月 14 日にヒアリングを実施している． 
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Social enterprise and local community: Community empowerment
Kenji Iwamitsu
Okayama Prefectural University, Faculty of Health and Welfare Science
　 Past research has discussed the role of a social enterprise in community development in Japan.  This paper 
discusses the position of social enterprises in a local community, considering Taylor’s theory of community 
empowerment in the context of regeneration in England alongside community development in Japan.
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